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愛媛県全体の特徴
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供給体制の概観｜機能と病床数の特徴

• 愛媛県において大規模総合急性期病院は限られており、400床以上の総合急性期病院は4病院となる。

• 愛媛県では中小規模病院による役割分担により急性期から慢性期までの対応を行っているが、病床規模と標榜診療科数や医

師数は関係性が強く、見方によれば医師や機能が分散して小規模になっている可能性がある。
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参考）急性期指数の算出定義

• 急性期指数＝（高度急性期=5、急性期A=4、急性期B=3、回復期=2、慢性期=1として×それぞれの稼働病床数）の総和÷総稼働病床数。

高度急性期から慢性期までの分類は、診療報酬の施設基準で定められる重症度必要度等の患者様態、看護職員配置基準、平均在院日数な

どの基準により弊社が振り分け。
入院料略称 機能区分（入院料） 急性期指数 入院料略称 機能区分（入院料） 急性期指数

救命救急1 高度急性期 5 専門病院13:1 急性期B 3

救命救急2 高度急性期 5 急性期一般7 急性期B 3

救命救急3 高度急性期 5 地域一般1 急性期B 3

救命救急4 高度急性期 5 地域一般2 急性期B 3

ICU1 高度急性期 5 地域一般3 急性期B 3

ICU2 高度急性期 5 一般病棟特別 急性期B 3

ICU3 高度急性期 5 特定一般１ 急性期B 3

ICU4 高度急性期 5 特定一般２ 急性期B 3

HCU1 高度急性期 5 地域包括1 回復期 2

HCU2 高度急性期 5 地域包括2 回復期 2

脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ 高度急性期 5 地域包括3 回復期 2

新生児特定集中2 高度急性期 5 地域包括4 回復期 2

新生児特定集中1 高度急性期 5 地域包括1 回復期 2

MFICU（新生児） 高度急性期 5 地域包括2 回復期 2

MFICU（母体・胎児） 高度急性期 5 地域包括3 回復期 2

小児特定集中 高度急性期 5 地域包括4 回復期 2

新生児治療回復室 高度急性期 5 回リハ1 回復期 2

特定機能病院7:1 急性期A 4 回リハ2 回復期 2

特定機能病院10:1 急性期A 4 回リハ3 回復期 2

専門病院7:1 急性期A 4 回リハ4 回復期 2

専門病院10:1 急性期A 4 回リハ5 回復期 2

急性期一般1 急性期A 4 回リハ6 回復期 2

急性期一般2 急性期A 4 緩和ケア1 慢性期 1

急性期一般3 急性期A 4 緩和ケア2 慢性期 1

急性期一般4 急性期A 4 障害者7:1 慢性期 1

急性期一般5 急性期A 4 障害者10:1 慢性期 1

急性期一般6 急性期A 4 障害者13:1 慢性期 1

小児入院1 急性期A 4 障害者15:1 慢性期 1

小児入院2 急性期A 4 特殊疾患1 慢性期 1

小児入院3 急性期A 4 特殊疾患2 慢性期 1

小児入院4 急性期A 4 特殊疾患管理料 慢性期 1

小児入院5 急性期A 4 療養1 慢性期 1

療養2 慢性期 1

療養特別 慢性期 1

- 不明 0
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愛媛県全体の特徴｜医療圏別の流出入（DPC症例）

• 急性期症例（DPC症例）の地域完結率の状況では、松山医療圏の流入率が圧倒的に高い。また、松山と宇和島医療圏を除く

医療圏の完結率は非常に低い。

• 新居浜・西条および今治、八幡浜・大洲は隣接する松山医療圏へ、また八幡浜・大洲医療圏は逆隣の宇和島医療圏への流出

が予想されるが、宇摩圏域は隣接する新居浜・西条の地域完結率も低く、流出時の受診先は遠方の松山医療圏や香川方面に

あることを予想し、地域完結すべき領域の強化と広域連携のあり方について特に課題が大きいものと思われる。

出所：各年度DPC退院患者調整結果より作成
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愛媛県全体の特徴｜開設主体別の特徴

• 愛媛県では、民間病院による救急対応が手厚く、地域医療において重要な役割を担っている。

• 医師の働き方改革への対応や医師の高齢化ならびに承継の問題、病院の建替えなど、様々な課題に対応をしたうえで、今後

も民間病院が救急医療において役割を継続することが出来るのかが重要な論点になる。

出所：2021年度病床機能報告より作成

※四国中央病院では病床機能報告に修正があり、正しくは搬送受入数は997件

※四国中央病院では病床機能報
告に修正があり、正しくは搬送

受入数は997件
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愛媛県全体の特徴｜開設主体別の特徴

• 常勤換算医師1人当たりの患者数では、民間病院において休日対応を行う数が非常に多い。

• 土日診療により地域の救急等に対応している民間病院が愛媛県内に複数存在しているが、これら休日の急患対応についても

将来的に継続が行えるかについて確認が必須である。

出所：2021年度病床機能報告より作成
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愛媛県全体の特徴｜開設主体別の特徴

• 愛媛県において、休日患者の72%（62%+10%）が民間等による対応である。

• 繰り返しになるが、これら休日の患者対応について様々な制度等への対応をしたうえで継続が行えるか確認を要する。

出所：2021年度病床機能報告より作成
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愛媛県全体の特徴｜医療圏別の流出入と需要の増減予測

• 入院患者全体で見た場合も、松山医療圏や宇和島医療圏への流入が多いことについては前述と同じである。

• なお、松山医療圏おいては入院及び救急搬送の需要は今後も伸び続ける予想であり、自医療圏の需要増加+他の医療圏から

の流入増加に対応が行えるか、また、流入後に他の医療圏と広域連携による転院等が行えるかなどの課題がある。

• 本来、各医療圏で対応すべき症例については、役割分担と医師集約による対応を行うこともあわせ、県全体の議論が必要。

救急搬送の需要予測は全国の年齢別救急搬送発生率を基に愛媛県の推計人口を掛け合わ

せたもの。総務省消防統計および国立人口問題研究所将来推計人口により作成。

第7期保健医療計画より
■入院需要の増減率予測

■入院需要（DPC）の増減率予測

■救急搬送需要（中等症以上）の増減率予測
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参考）現在生じている医師確保の課題｜医師の働き方改革について

• 医師の働き方改革では、原則年間の時間外労働時間を960時間以内とし、2024年~2035年度の期間は地域医療に資する病

院等を暫定的に特例水準として時間外労働時間を1860時間まで認めるとしている。

• 働き方改革があると960時間が上限になり、一部診療科によっては医師一人あたりの労働時間が短縮、診療可能な症例数が

減少するリスクを有する。

• 少数の医師で多くの症例を受け入れている病院の診療科等は、現状の医師数が維持された場合であってもオーバーフローす

る危険性がある。そのため、現状の実績を踏まえて医療資源の分散状況を俯瞰的にみて整理・協議する必要がある。

出所：厚生労働省「医師の働き方改革に関する検討会 報告書」（2019.3.29）

（参考図）

※ 連続勤務とは勤務開始から勤務終了までのことを指し、インターバルとは勤務終了から次回勤務開始までの時間を指す
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参考）現在生じている医師確保の課題｜新専門医制度について

• 新たな専門医制度では、臨床研修終了後、専門医の養成期間として診療科により3～5年が加えられる。

• 基幹施設や連携施設といった認定病院となるためには，指導医の確保や診療実績等の諸条件を満たす必要があり、ハードル

が高い。条件を満たすことができない医療機関は認定病院になれないことから、卒後医師の獲得が困難になっている。

• 次項以降では、5疾病6事業等における、現在の医療提供体制を整理しているが、今後、働き方改革や新専門医制度の影響で、

現在の体制を維持することが難しくなる医療機関も出てくると見込まれるため、さらなる医療機能の分化連携を検討しなけ

ればならない。

出所：医道審議会医師分科会 医師専門研修部会 令和元年度 第１回 参考資料８より抜

粋 一部加工

2年

従来の専門医認定と新たな専門医認定の比較（イメージ）

３年

専門研修プログラムの研修施設群のイメージ
（小児科専門研修プログラム）

①県立Ａ医科大学病院（１２か月）
・小児科医師として必須の知識と
診療技能の習得

②Ｂ市民病院（６か月）
・初期救急医療、地域医療の経験

③日赤Ｃ医療センター（１２か月）
・地域基幹病院において小児科の
あらゆる疾患に対応

①県立Ａ医科大学病院（６か月）
・高度先進医療も含め小児科の
あらゆる疾患に対応
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愛媛県全体の特徴

• 愛媛県では大規模な総合急性期病院の数が少なく、松山医療圏と宇和島医療圏を除く医療圏は急性期症

例の地域完結率が非常に低い。

• 特に新居浜・西条、今治、八幡浜・大洲医療圏、宇摩圏域では、中小規模ケアミックス病院が多数存在

し、役割分担と連携により地域医療を維持するよう努めているが、需要の縮小や医師の働き方改革、専

門医制度への対応などの影響が大きいものと想定する。

• 松山医療圏の入院需要のピークは2035年、中等症以上の救急搬送については2040年迄増加の見通し。

松山医療圏の医療需要が増加するだけでなく、他の医療圏において急性期医療の体制が整わずに松山へ

の流入が増加する場合、松山医療圏の医療体制への負担が増加する可能性がある。松山医療圏では、そ

れら愛媛県全域の動向を踏まえた議論が必要となる。

• 流出が多い医療圏においては、本来対応すべき急性期症例に対応するための議論が必要であり、また、

流出後において、当該患者が回復期以降に円滑に各医療圏に戻るための体制作りについても議論が必要

となる。

• 流出が多い医療圏では、高度急性期・急性期の核となる病院を定め、そこを軸として回復期から在宅へ

の体制を協議することが望ましいと考える（核が定まらなければ、各病院が自分達の役割設定を行うこ

とが難しい）。

• 愛媛県では、民間法人による休日患者や救急搬送への対応が重要な役割を担っている。それら民間法人

について、医師の人数、年齢、諸制度への対応、経営状態等について、将来に亘り安定的に体制の維持

が行えるかが地域の医療体制構築の重要な要素となる。
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再編する当事者

都道府県

首長

議会

自治体の場合

再編する公立病院

事業管理者

院長

地元金融機関

資金支援 資金支援

市
民
・
メ
デ
ィ
ア 職員

公的・民間法人の場合

法人本部

院長

職員

影響を受ける医療機関

地元医師会等
の団体

近隣医療機関

医局を派遣する大学

各診療科の医局

資金支援

市町村課 財政当局

地域の合意の場など

医療審議会

地域医療構
想調整会議

保健福祉部局

都道府県知事

病院事業債の管理

基金造成時の予算確保

医療計画上の位置づけ
基準病床数との整合性

地域における合意

中立的な立場での技術的助言、財政的支援

再編による
影響の丁寧な説明
当事者への意見
フィードバック

病院事業債を含めた財政支援の整理

企画段階より幹部と
問題意識を共有

大学の考えも踏まえた
計画の策定

住民説明会や商工会議所等主たる団体への
中立的立場での説明

地域医療構想
アドバイザー

消防課

救急体制の相談

総務省

〇議会、市民説明が可能な
モデルか

〇将来に渡り過度な
財政負担が生じないか

〇体制変更にかかる知識は
十分か

（政策医療を引き受ける場合）
財政面、診療面でのサポートを
大学、行政から受けられるか。
（統合がある場合）
職員の処遇を守れるか。
既存の負債は整理可能か

新病院が派遣する側
にとって魅力的な機能
の病院になるか
医局員に過度な負担
を強いる構成になって
いないか

再編後の病院と競合し
ないか

既存の連携体制（登
録医制度等）が継続
して機能するか

機能再編後の資金的リスクがないか

• 地域の医療体制を見直すには、多くのステークホルダーが関わることになり、それぞれの立場により優先して考慮すべ
き事柄が異なるうえ、情報の非対称性、体制変更にかかる蓄積されたノウハウの差が顕著になり、議論のテーブルが整
えるまでに時間を要する。

参考）地域の体制を見直す際の調整事項｜ステークホルダーについて
※図中にある部署名等はサンプル表記


